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第1章 都市計画決定権者の名称 

1.1 都市計画決定権者の名称及び所在地 

名    称：さいたま市 

代表者の氏名：さいたま市長 清水 勇人 

所  在  地：さいたま市浦和区常盤 6丁目 4番 4号 

 

1.2 事業者の名称及び所在地 

名    称：さいたま市川通地区土地区画整理組合設立準備会 

代表者の氏名：会長 三次 宣夫 

所  在  地：さいたま市岩槻区大字増長 166 番地 1 
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第2章 都市計画対象事業の目的及び概要 

2.1 都市計画対象事業の名称 

都市計画対象事業の名称： 

(仮称)さいたま都市計画事業川通地区土地区画整理事業 

対象事業の種類：土地区画整理事業 

        (さいたま市環境影響評価条例施行規則 別表第 1第 18 号) 

 

2.2 都市計画対象事業の目的 

さいたま市では、「さいたま市産業振興ビジョン」において、企業の誘致や集積を図り、地域

経済を牽引する新たな産業集積拠点を創出すること としており、川通地区は、広域的な交通利

便性と大消費地への近接性という強みを持つ地区であることから、新たな産業集積拠点創出候補

地区の 1 つとして位置付けられている。 

本事業は、これらの背景を受け、周辺環境との調和を図ると共に、秩序ある 都市的土地利用

を実現することを目的とする。 

 

2.3 都市計画対象事業の実施区域 

都市計画対象事業実施区域(以下「対象事業実施区域」という)の位置は、図 2.3-1 及び図 2.3-2

に示すとおりである。 

対象事業実施区域は、県道 80 号野田岩槻線の北側、国道 16 号の南東側に位置している。現在

は水田が主であり、既存の産業用地には物流施設等がある。 
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図 2.3-1 対象事業実施区域の位置 
  



2-3 

 
図 2.3-2 対象事業実施区域の位置(航空写真) 

  



2-4 

2.4 都市計画対象事業の規模 

対象事業実施区域の面積は、約 44ha である。 

 

2.5 都市計画対象事業の実施期間 

対象事業の実施工程は表 2.5-1 に示すとおりである。 

土地区画整理事業における工事期間は、令和 8 年度半ば～令和 17 年度にかけての約 9 年半で

終了する予定である。 

また、令和 12 年度からは、進出企業による盛土工事、建設工事が行われる予定である。 

 

表 2.5-1 対象事業に係る工程 

 

 

2.6 都市計画対象事業の実施方法 

2.6.1 土地利用計画 

土地利用計画は、表 2.6-1 及び図 2.6-1 に示すとおりである。 

本事業は、企業用地の造成を主とする土地区画整理事業であり、対象事業実施区域面積は約

44.0ha であり、産業用地(新規)面積は約 24.0ha(約 54.5%)、産業用地(既存)面積は約 6.6ha(約

15.0%)、住宅地は約 0.9ha(約 2.1%)とする計画である。 

そのほか、公園・緑地・調整池約 7.7ha(約 17.4%)、道路約 3.9ha(約 8.9%)、水路約 0.9ha(約

2.1%)を計画している。 

 

表 2.6-1 土地利用計画 

土地利用の種類 面積(ha) 比率(%) 

宅地 

産業用地(新規) 約 24.0 約 54.5 

産業用地(既存) 約 6.6 約 15.0 

住宅地 約 0.9 約 2.1 

公共用地 

公園・緑地・調整池 約 7.7 約 17.4 

道路 約 3.9 約 8.9 

水路 約 0.9 約 2.1 

合計 約 44.0 100.0 

 

  

                    年度
項目

環境影響評価
(評価書までの手続き)

区画整理事業造成工事

進出企業盛土工事

進出企業建設工事

R7R4 R5 R6 R18 R19R12 R13 R14 R15 R16 R17R8 R9 R10 R11
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図 2.6-1 土地利用計画 
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2.6.2 進出予定企業の種類 

現時点で予定している進出予定企業の種類は、表 2.6-2 に示すとおりであり、産業用地(新

規)は製造業、物流施設を予定している。産業用地(既存)は物流施設等がある。 

 

表 2.6-2 土地利用計画 

土地利用の区分 面積(ha) 進出予定企業の種類 

産業用地(新規) 約 24.0 製造業、物流施設 

産業用地(既存) 約 6.6 物流施設等 

合計 約 30.6 － 

 

2.6.3 道路計画 

地区内の区画内道路として、区画道路(幅員約 6.0～12.0m)、歩行者専用道路(幅員約 3.0～

4.0m)及び特殊道路を配置する計画である。 

 

2.6.4 供給施設計画 

1) 給水 

さいたま市水道局及び春日部市水道部(区域外流入)より給水を受ける計画である。 

 

2) 電力供給 

電力小売業者と協議し、地区全体に電力を供給する計画である。 

 

2.6.5 処理施設計画 

1) 汚水排水 

汚水排水については、進出企業ごとに汚水の排出量や水質が異なるため、進出企業ごとに個

別処理を行い、下水道に放流する。 

 

2) 雨水排水 

雨水排水については、公共用地内に「埼玉県雨水流出抑制施設の設置に関する条例」の「許

可申請・届出手引き」に基づく能力を有する 雨水抑制施設 を設置する。また、企業用地内に

ついては、各進出企業が企業用地内に雨水抑制施設を設置し、雨水流出量の抑制を図り、 地

区外の既存水路へ放流する。 

 

3) 農業用水路 

対象事業実施区域内の農業用水路については、新たに水路整備を行った上で農業用水路の付

け替えを行い、対象事業実施区域の上流域から流下する農業用水を下流の既存農業用水路に接

続させる。 
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2.6.6 廃棄物処理計画 

供用時の廃棄物処理については、各進出企業において、個別に適正に処理を行う。 

 

2.6.7 交通計画 

供用時における施設関連車両の主要な走行経路は、図 2.6-2 に示すとおりであり、国道 16

号等を経由し、対象事業実施区域に至る経路を予定している。 
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図 2.6-2 施設関連車両の主要な走行経路(供用時) 
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2.7 工事計画 

2.7.1 工事工程 

工事工程は表 2.7-1 に示すとおりであり、造成工事等の土地区画整理事業における工事期間

は、令和 8年度半ば～令和 17 年度にかけての約 9年半で終了する予定である。 

また、令和 12 年度からは、進出企業による盛土工事、建設工事が行われる予定である。 

 

表 2.7-1 工事工程 

 

 

2.8 資材運搬等の車両の走行経路 

資材運搬等の車両の主要な走行経路は、図 2.8-1 に示すとおりであり、国道 16 号等を経由

し、対象事業実施区域に至る経路を予定している。 

 

  

                    年度
項目

R10R8 R9 R16 R17 R18 R19R11 R12 R13 R14 R15

造成工事、道路・公園整備

調整池整備

下水道工事

進出企業盛土工事

進出企業建設工事
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図 2.8-1 資材運搬等の車両の主要な走行経路(工事中) 
  



2-11 

2.9 工事中における環境保全対策 

工事にあたっては以下の環境保全対策を施し、周辺環境への影響を低減していく。 

 

2.9.1 大気質 

1) 建設機械の稼働に伴う大気質への影響 

・建設機械は、排出ガス対策型の機種の使用に努める。 

・建設機械のアイドリングストップを徹底する。  

・計画的かつ効率的な工事計画を検討し、建設機械の集中稼働を避ける。 

・建設機械の整備、点検を徹底する。 

 

2) 資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響 

・資材運搬等の車両は、最新排出ガス規制適合車の使用に努める。 

・資材運搬等の車両による搬出入が一時的に集中しないよう、計画的かつ効率的な運行管理

に努める。  

・資材運搬等の車両の整備、点検を徹底する。 

・資材運搬等の車両のアイドリングストップを徹底する。 

 

3) 造成等の工事に伴う大気質への影響 

・資材運搬等の車両は、最新排出ガス規制適合車の使用に努める。 

・造成箇所、資材運搬等の車両の仮設道路には適宜散水を行い、粉じんの飛散防止を行う。 

・対象事業実施区域内の土砂等の運搬時には、必要に応じてシートで被覆する。  

・工事区域出口に洗浄用ホース等を設置し、資材運搬等の車両のタイヤに付着した土砂の払

落しや場内清掃等を徹底する。 

 

2.9.2 騒音 

1) 建設機械の稼働に伴う騒音への影響 

・建設機械は、低騒音型の建設機械の使用に努める。 

・建設機械のアイドリングストップを徹底する。 

・計画的かつ効率的な工事計画を検討し、建設機械の集中稼働を避ける。 

・建設機械の整備、点検を徹底する。 

・住宅等に近い箇所での工事では、必要に応じて仮囲い等の防音対策を講じる。 

 

2) 資材運搬等の車両の走行に伴う騒音への影響 

・資材運搬等の車両による搬出入が一時的に集中しないよう、計画的かつ効率的な運行管理

に努める。  

・資材運搬等の車両の整備、点検を徹底する。 

・資材運搬等の車両のアイドリングストップを徹底する。 

・必要に応じて適切な場所で防音対策を講じる。 
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2.9.3 振動 

1) 建設機械の稼働に伴う振動への影響 

・建設機械のアイドリングストップを徹底する。 

・計画的かつ効率的な工事計画を検討し、建設機械の集中稼働を避ける。 

・建設機械の整備、点検を徹底する。 

 

2) 資材運搬等の車両の走行に伴う振動への影響 

・資材運搬等の車両による搬出入が一時的に集中しないよう、計画的かつ効率的な運行管理

に努める。  

・資材運搬等の車両の整備、点検を徹底する。 

・資材運搬等の車両のアイドリングストップを徹底する。 

 

2.9.4 水質 

・濁水については、仮設水路にて仮沈砂池や仮調整池等に導き、濁水を一旦貯留し、土粒子

を十分に沈殿させた後、上澄み水を対象事業実施区域外に放流する。 

・必要に応じて土砂流出防止柵等を設置する。 

・盛土箇所は速やかに転圧等を施す。 

・コンクリート製品はできる限り二次製品を使用し、現場でのコンクリート打設を抑える。 

 

2.9.5 地盤 

・工事中においては、定期的に地盤沈下量、変形等を観測する。 

・地盤性状に合わせた適切な工法を選定する。 

 

2.9.6 生物(動物、植物、生態系) 

・保全すべき動物種については、改変区域外への移動を容易にするなどの環境保全措置を検

討し、工事における影響を軽減する。 

・保全すべき植物種については、必要に応じて移植などの環境保全措置を検討する。 

・夜間工事の際の照明等による影響の軽減を必要に応じて検討する。 

・工事中に発生する濁水の流出防止対策を実施し、下流域の生物への影響を低減する。 

 

2.9.7 自然とのふれあいの場 

・資材運搬等の車両による搬出入が一時的に集中しないよう、計画的かつ効率的な運行管理

に努める。 

・資材運搬等の車両の走行により隣接する自然とのふれあいの場の利用を妨げないととも

に、利便性の向上に資するよう、対象事業実施区域内に緑地等を整備する。 
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2.9.8 廃棄物等 

・造成等の工事に伴う廃棄物は、分別を徹底し、再資源化及び再利用等の促進を図るととも

に、再利用できないものは専門業者に委託し、適切に処理する。 

 

2.9.9 温室効果ガス等 

1) 建設機械の稼働及び造成等の工事に伴う温室効果ガスへの影響 

・建設機械のアイドリングストップを徹底する。 

・計画的かつ効率的な工事計画を検討し、建設機械の集中稼働を避ける。 

・低燃費型建設機械や省エネ機構搭載型建設機械の使用に努める。 

・建設機械の整備、点検を徹底する。 

 

2) 資材運搬等の車両の走行及び造成等の工事に伴う温室効果ガスへの影響 

・資材運搬等の車両の計画的かつ効率的な運用計画を検討し、搬出入が集中しないよう努め

る。 

・資材運搬等の車両のアイドリングストップを徹底する。 

・資材運搬等の車両の走行時には、交通法規の遵守と不必要な空ふかしは行わないよう徹底

する。 

・資材運搬等の車両の整備、点検を徹底する。 
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第3章 環境影響評価項目 

3.1 環境影響評価要因の把握 

「第 2章 都市計画対象事業の目的及び概要」において示した事業内容に基づき、環境に影響

を及ぼすおそれのある要因を抽出した。 

工事中における環境に影響を及ぼすおそれのある要因としては、建設機械の稼働、資材運搬等

の車両の走行、造成等の工事が挙げられる。 

また、供用時における環境に影響を及ぼすおそれのある要因としては、敷地及び施設の存在、

居住施設の供用、業務用施設の供用、自動車交通の発生が挙げられる。 

本事業の実施に伴う環境影響要因は、表 3.1-1 に示すとおりである。 

 

表 3.1-1 本事業の実施に伴う環境影響要因 

環境影響を及ぼす時期 環境影響要因の区分 環境影響要因 

工事中 工事 

建設機械の稼働 

資材運搬等の車両の走行 

造成等の工事 

供用時 存在・供用 

敷地及び施設の存在 

居住施設の供用 

業務用施設の供用 

自動車交通の発生 

 

3.2 環境影響評価項目の選定 

環境影響評価項目は、対象事業の特性と周囲の自然的、社会的状況、対象事業の該当地域(B 地

域※)を勘案し、「さいたま市環境影響評価技術指針」(平成 17 年、さいたま市)に示す「土地区

画整理事業」の環境影響要因と調査・予測・評価の項目との関連表に準拠して選定した。 

なお進出企業は製造業や物流施設が想定されることから、「工業団地の造成」、「流通業務施

設用地の造成」の影響要因と調査・予測・評価項目との関連表も考慮して選定した。 

選定した項目は表 3.2-1 に示すとおりであり、大気質、騒音・低周波音、振動、悪臭、水質、

水象、動物、植物、生態系、景観、自然とのふれあいの場、史跡・文化財、日照阻害、電波障害、

廃棄物等、温室効果ガス等、コミュニティ、地域交通の 18 項目を選定した。 
 
※地域区分 

地域の特性に応じて、秩序ある開発を誘導するためには、建設に係る既成制度と環境を重視するさいたま市環境

影響評価条例とが連携して、適正に開発を誘導していくことが需要であることから、さいたま市においては、3つ

の地域(A～C地域)に分類している。また、一部の対象事業(高層建築物、大規模建築物の建設)においては、さら

に特別の地域を設定している。 

A地域(生活環境に配慮が求められる地域) 

  ：既に市街地を形成している区域及び概ね10年以内に優先的かつ計画的に市街地を図るべき区域 

B地域(A地域、C地域の緩衝的な地域) 

  ：自然環境への配慮が特に求められる地域に近接または隣接している区域 

C地域(自然環境に配慮が求められる区域) 

  ：自然環境が豊かで、それに対する配慮が特に求められており、市街化や開発が厳しく規制されて 

いる区域 

特別の地域(市街化を特に優先すべき地域) 

  ：一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の地区 
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表 3.2-1(1) 環境影響要因と調査・予測・評価の項目との関連表 

環境影響要因 
 
 
 

環境影響評価の項目 

工事 存在・供用 

建設機
械の稼
働 

資材運
搬等の
車両の
走行 

造成等
の工事 

敷地及
び施設
の存在 

居住施
設の供
用 

業務用
施設の
供用 

自動車
交通の
発生 

環
境
の
良
好
な
状
態
の
保
持
を
旨
と
し
て
調
査
、
予
測
及
び
評
価
さ
れ
る
べ
き
項
目 

大気質 

二酸化窒素又は窒素酸化物 ○ ○    ○ ○ 

二酸化硫黄又は硫黄酸化物      ○  

浮遊粒子状物質 ○ ○    ○ ○ 

炭化水素      ○ ○ 

粉じん  ○ ○     

大気質に係る有害物質等      ×  

騒音・ 
低周波音 

騒音 ○ ○    ○ ○ 

低周波音      ○  

振動 振動 ○ ○    ○ ○ 

悪臭 
悪臭指数又は臭気の濃度      ○  

特定悪臭物質      ○  

水質 

公共用 
水域の 
水質 

生物化学的酸素要求量又は 
化学的酸素要求量 

    × ×  

浮遊物質量   ○   ×  

窒素及び燐      ×  

水温      ×  

水素イオン濃度   ○     

溶存酸素量        

その他の生活環境項目        

健康項目等      ×  

底質 

強熱減量        

過マンガン酸カリウムによる 
酸素消費量 

       

底質に係る有害物質等      ×  

地下水
の水質 

地下水の水質に係る有害項目      ×  

水象 

河川等の流量、流速及び水位   ○ ○ ○ ○  

地下水の水位及び水脈   × ×    

温泉及び鉱泉        

堤防、水門、堰等の施設        

土壌 土壌に係る有害物質      ×  

地盤 地盤沈下    ○    

地象 

土地の安定性   × ×    

地形及び地質(保存すべき地形及び 
地質を含む) 

   ×    

表土の状況及び生産性    ×    
 
注 1：網掛けは「さいたま市環境影響評価技術指針」の別表 3に示される土地区画整理事業の「標準的に選定される項

目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」であることを示す。 
注 2：緑色は、「さいたま市環境影響評価技術指針」の別表 3に示される「工業団地の造成」、「流通業務施設用地の

造成」の「標準的に選定される項目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」であることを示す。 
注 3：「○」は環境影響評価項目として選定した項目、「×」は選定しなかった項目を示す。 
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表 3.2-1(2) 環境影響要因と調査・予測・評価の項目との関連表 

環境影響要因 
 
 
 

環境影響評価の項目 

工事 存在・供用 

建設機
械の稼
働 

資材運
搬等の
車両の
走行 

造成等
の工事 

敷地及
び施設
の存在 

居住施
設の供
用 

業務用
施設の
供用 

自動車
交通の
発生 

生物の多様性の
確保及び自然環
境の体系的保全
を旨として調査、
予測及び評価さ
れるべき項目 

動物 保全すべき種 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

植物 

保全すべき種   ○ ○  〇  

保存すべき植生及び群落   ○ ○  〇  

緑の量    ○    

生態系 地域を特徴づける生態系   ○ ○  〇  

人と自然との豊
かなふれあいの
確保及び快適な
生活環境の保全
を旨として調査、
予測及び評価さ
れるべき項目 

景観 

景観資源(自然的景観資源
及び歴史的景観資源) 

   ○    

眺望景観    ○    

自然とのふ
れあいの場 

自然とのふれあいの場 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

史跡・文化
財 

指定文化財等    ×    

埋蔵文化財    ○    

日照阻害 日影の状況    ○    

電波障害 電波受信状況    ○    

風害 局所的な風の発生状況        

環境への負荷の
量の程度により
予測及び評価さ
れるべき項目 

廃棄物等 

廃棄物   ○  ○ ○  

残土   ○     

雨水及び処理水     ○ ○  

温室効果ガ
ス等 

温室効果ガス ○ ○   ○ ○ ○ 

オゾン層破壊物質      ×  

人の生活の豊か
さに関して予測
及び評価される
べき項目 

コミュニテ
ィ 

コミュニティ施設等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

地域交通 

自動車交通  ○  ○   ○ 

バス等の公共交通  ○  ○   ○ 

歩行者・自転車交通  ○  ○   ○ 

安全 危険物等の安全性の確保      ×  
 
注 1：網掛けは「さいたま市環境影響評価技術指針」の別表 3に示される「土地区画整理事業」の「標準的に選定され

る項目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」であることを示す。 
注 2：緑色は、「さいたま市環境影響評価技術指針」の別表 3に示される「工業団地の造成」、「流通業務施設用地の

造成」の「標準的に選定される項目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」であることを示す。 
注 3：「○」は環境影響評価項目として選定した項目、「×」は選定しなかった項目を示す。 
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3.3 環境影響評価項目の選定理由 

本事業における環境影響評価項目として選定した理由を表 3.3-1 に、選定しない理由を表

3.3-2 に示す。 

 

表 3.3-1(1) 選定した環境影響評価項目及びその理由 

項目 
指針選
定項目 

環境影響要因 選定した理由 

大気質 

二酸化窒素又は 
窒素酸化物 

○△ 工事 

建設機械の 
稼働 

建設機械の稼働により排ガスが排出されること
から、評価項目として選定する。 

資材運搬等の
車両の走行 

資材運搬等の車両の走行により排ガスが排出さ
れることから、評価項目として選定する。 

△ 
存在・
供用 

業務用施設の
供用 

進出企業の施設の稼働により排ガスが排出され
る可能性があることから、評価項目として選定
する。 

○△ 
存在・
供用 

自動車交通の
発生 

自動車交通の発生により排ガスが排出されるこ
とから、評価項目として選定する。 

二酸化硫黄又は 
硫黄酸化物 

△ 
存在・
供用 

業務用施設の
供用 

進出企業の施設の稼働により排ガスが排出され
る可能性があることから、評価項目として選定
する。 

浮遊粒子状物質 

○△ 工事 

建設機械の 
稼働 

建設機械の稼働により排ガスが排出されること
から、評価項目として選定する。 

資材運搬等の
車両の走行 

資材運搬等の車両の走行により排ガスが排出さ
れることから、評価項目として選定する。 

△ 
存在・
供用 

業務用施設の
供用 

進出企業の施設の稼働により排ガスが排出され
る可能性があることから、評価項目として選定
する。 

○△ 
存在・
供用 

自動車交通の
発生 

自動車交通の発生により排ガスが排出されるこ
とから、評価項目として選定する。 

炭化水素 
△ 

存在・
供用 

業務用施設の
供用 

進出企業の施設の稼働により排ガスが排出され
る可能性があることから、評価項目として選定
する。 

○△ 
自動車交通の
発生 

自動車交通の発生により排ガスが排出されるこ
とから、評価項目として選定する。 

粉じん ○△ 工事 

資材運搬等の
車両の走行 

資材運搬等の車両の走行により粉じんの発生が
考えられることから、評価項目として選定す
る。 

造成等の工事 
造成等の工事に伴い、粉じんの発生が考えられ
ることから、評価項目として選定する。 

騒音・
低周波
音 

騒音 

○△ 工事 

建設機械の 
稼働 

建設機械の稼働により騒音が発生することか
ら、評価項目として選定する。 

資材運搬等の
車両の走行 

資材運搬等の車両の走行により騒音が発生する
ことから、評価項目として選定する。 

○△ 
存在・ 
供用 

業務用施設の
供用 

進出企業の施設の稼働により騒音が発生するこ
とから、評価項目として選定する。 

自動車交通の
発生 

自動車交通の発生により騒音が発生することか
ら、評価項目として選定する。 

低周波音 △ 
存在・ 
供用 

業務用施設の
供用 

進出企業の施設の稼働により低周波音が発生す
ることから、評価項目として選定する。  

注：指針選定項目欄は「さいたま市環境影響評価技術指針」の別表 3：土地区画整理事業の「標準的に選定される項

目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」として示される項目については「○」を、工業団地の造

成 、流通業務施設用地の造成の「標準的に選定される項目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」

として示される項目については「△」を、示されていない項目については「－」とした。 
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表 3.3-1(2) 選定した環境影響評価項目及びその理由 

項目 
指針選
定項目 

環境影響要因 選定した理由 

振動 振動 

○△ 工事 

建設機械の稼働 
建設機械の稼働により振動が発生することから、
評価項目として選定する。 

資材運搬等の車両の
走行 

工事用車両の走行により振動が発生することか
ら、評価項目として選定する。 

△ 
存在・
供用 

業務用施設の供用 
進出企業の施設の稼働により振動が発生する可能
性があることから、評価項目として選定する。 

〇△ 自動車交通の発生 
自動車交通の発生により振動が発生することか
ら、評価項目として選定する。 

悪臭 

臭気指数又は臭気の
濃度 

△ 
存在・
供用 

業務用施設の供用 
進出企業の施設の稼働により悪臭が発生する可能
性があることから、評価項目として選定する。 

特定悪臭物質 △ 
存在・
供用 

業務用施設の供用 
進出企業の施設の稼働により悪臭が発生する可能
性があることから、評価項目として選定する。 

水質 
公共用
水域の
水質 

浮遊物質量 ○△ 工事 造成等の工事 
造成工事等により濁水が発生することから、評価
項目として選定する。 

水素イオン
濃度 

－ 工事 造成等の工事 
造成等の工事(調整池の整備時のコンクリート打
設)によりアルカリ排水が発生することから、評価
項目として選定する。 

水象 
河川等の流量、流速
及び水位 

○△ 工事 造成等の工事 
造成等の工事により雨水流出量が変化することか
ら、評価項目として選定する。 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在、居住施設の供
用、業務用施設の供
用 

施設の存在により雨水流出量が変化することか
ら、評価項目として選定する。 

地盤 地盤沈下 ○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存在 
盛土により造成を行うため、造成地の存在に伴う
地盤沈下が懸念されることから、評価項目として
選定する。 

動物 保全すべき種 

○△ 工事 
建設機械の稼働、資
材運搬等の車両の走
行、造成等の工事 

建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行、造成
等の工事により、保全すべき種及びその生息環境
への影響が考えられることから、評価項目として
選定する。 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在、居住施設の供
用、業務用施設の供
用、自動車交通の発
生 

施設の存在等により、保全すべき種及びその生息
環境への影響が考えられることから、評価項目と
して選定する。 

植物 

保全すべき種、保存
すべき植生及び群落 

○△ 工事 造成等の工事 
造成等の工事により、保全すべき種やその生育環
境並びに植生及び保全すべき群落への影響が考え
られることから、評価項目として選定する。 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在、業務用施設の供
用 

施設の存在等により、保全すべき種、保存すべき
植生及び群落保全すべき種、保存すべき植生及び
群落への影響が考えられることから、評価項目と
して選定する。 

緑の量 ○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存在 
施設の存在等により、緑地の整備による緑の量へ
の影響が考えられることから、評価項目として選
定する。 

生態系 
地域を特徴づける生
態系 

○△ 工事 造成等の工事 
造成等の工事により、地域を特徴づける生態系へ
の影響が考えられることから、評価項目として選
定する。 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在、業務用施設の供
用 

施設の存在等により、地域を特徴づける生態系へ
の影響が考えられることから、評価項目として選
定する。  

注：指針選定項目欄は「さいたま市環境影響評価技術指針」の別表 3：土地区画整理事業の「標準的に選定される項

目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」として示される項目については「○」を、工業団地の造

成 、流通業務施設用地の造成の「標準的に選定される項目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」

として示される項目については「△」を、示されていない項目については「－」とした。   



3-6 

表 3.3-1(3) 選定した環境影響評価項目及びその理由 

項目 
指針選
定項目 

環境影響要因 選定した理由 

景観 
景観資源(自然的景
観資源及び歴史的景
観資源)、眺望景観 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在 

敷地及び施設の存在により景観資源への影響及び
眺望景観の変化が考えられることから、評価項目
として選定する。 

自然との
ふれあい
の場 

自然とのふれあいの
場 

○△ 工事 

建設機械の稼働、
資材運搬等の車両
の走行、造成等の
工事 

建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行、造成
等の工事により、自然とのふれあいの場の利用環
境・利用経路への影響が考えられることから、評
価項目として選定する。 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在、居住施設の供
用、業務用施設の
供用、自動車交通
の発生 

敷地及び施設の存在、居住施設の供用、業務用施
設の供用、自動車交通の発生により、自然とのふ
れあいの場の利用環境・利用経路への影響が考え
られることから、評価項目として選定する。 

史跡・文
化財 

埋蔵文化財 ○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在 

対象事業実施区域内に埋蔵文化財包蔵地があり、
影響が考えられることから、評価項目として選定
する。 

日照阻害 日影の状況 △ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在 

敷地及び施設の存在により、周辺地域への日影の
影響が考えられることから、評価項目として選定
する。 

電波障害 電波受信状況 △ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在 

敷地及び施設の存在により、周辺地域への電波受
信状況の影響が考えられることから、評価項目と
して選定する。 

廃棄物等 

廃棄物 

○△ 工事 造成等の工事 
造成等の工事により建設廃材等の廃棄物が発生す
ることから、評価項目として選定する。 

○△ 
存在・
供用 

居住施設の供用、
業務用施設の供用 

居住施設の供用、業務用施設の供用により廃棄物
が発生することから、評価項目として選定する。 

残土 ○△ 工事 造成等の工事 
造成等の工事により残土が発生することから、評
価項目として選定する。 

雨水及び処理水 ○△ 
存在・
供用 

居住施設の供用、
業務用施設の供用 

居住施設の供用、進出企業の施設の稼働により雨
水及び処理水が発生することから、評価項目とし
て選定する。 

温室効果
ガス等 

温室効果ガス 

○△ 工事 
建設機械の稼働、
資材運搬等の車両
の走行 

建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行によ
り、温室効果ガスが発生することから、評価項目
として選定する。 

○△ 
存在・
供用 

居住施設の供用、
業務用施設の供
用、自動車交通の
発生 

居住施設の供用、業務用施設の供用、自動車交通
の発生により、温室効果ガスが発生することか
ら、評価項目として選定する。 

コミュニ
ティ 

コミュニティ施設等 

○△ 工事 

建設機械の稼働、
資材運搬等の車両
の走行、造成等の
工事 

建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行、造成
等の工事により、コミュニティ施設等の利用環
境・利用経路への影響が考えられることから、評
価項目として選定する。 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設の存
在、居住施設の供
用、業務用施設の
供用、自動車交通
の発生 

敷地及び施設の存在、居住施設の供用、業務用施
設の供用、自動車交通の発生により、コミュニテ
ィ施設等の利用環境・利用経路への影響が考えら
れることから、評価項目として選定する。 

 
注：指針選定項目欄は「さいたま市環境影響評価技術指針」の別表 3：土地区画整理事業の「標準的に選定される項

目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」として示される項目については「○」を、工業団地の造

成 、流通業務施設用地の造成の「標準的に選定される項目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」

として示される項目については「△」を、示されていない項目については「－」とした。 
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表 3.3-1(4) 選定した環境影響評価項目及びその理由 

項目 
指針選
定項目 

環境影響要因 選定した理由 

地域交
通 

自動車交通 

○△ 工事 
資材運搬等の
車両の走行 

資材運搬等の車両の走行により、周辺の交通へ
の影響が考えられることから、評価項目として
選定する。 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設
の存在、自動
車交通の発生 

敷地及び施設の存在、自動車交通の発生によ
り、周辺の交通への影響が考えられることか
ら、評価項目として選定する。 

バス等の公共交通 

○△ 工事 
資材運搬等の
車両の走行 

資材運搬等の車両の走行により、バス等の公共
交通への影響が考えられることから、評価項目
として選定する。 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設
の存在、自動
車交通の発生 

敷地及び施設の存在、自動車交通の発生によ
り、バス等の公共交通への影響が考えられるこ
とから、評価項目として選定する。 

歩行者・自転車交通 

○△ 工事 
資材運搬等の
車両の走行 

資材運搬等の車両の走行により、歩行者・自転
車交通への影響が考えられることから、評価項
目として選定する。 

○△ 
存在・
供用 

敷地及び施設
の存在、自動
車交通の発生 

敷地及び施設の存在、自動車交通の発生によ
り、歩行者・自転車交通への影響が考えられる
ことから、評価項目として選定する。  

注：指針選定項目欄は「さいたま市環境影響評価技術指針」の別表 3：土地区画整理事業の「標準的に選定される項

目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」として示される項目については「○」を、工業団地の造

成 、流通業務施設用地の造成の「標準的に選定される項目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」

として示される項目については「△」を、示されていない項目については「－」とした。 
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表 3.3-2 選定しない環境影響評価項目及びその理由 

項目 
指針選定
項目 

環境影響要因 選定しない理由 

大気質 
大気質に係る有害物

質等 
△ 

存在・供
用 

業務用施設
の供用 

有害物質を大量に取り扱う企業が立地する可能性は小
さく、これらの物質を扱う企業が進出した場合におい
ても、法令等に基づき、適正に管理がなされることか
ら、周辺環境へ及ぼす影響はないものと考えられる。
したがって、評価の項目として選定しない。 

水質 

公共
用水
域の
水質 

生物化学的
酸素要求量
又は化学的
酸素要求量 

○ 
存在・供

用 

居住施設の
供用 

排水は、公共下水道へ放流し、公共用水域へ放流しな
いことから、評価項目として選定しない。 

○△ 
業務用施設
の供用 

処理水は、公共下水道へ放流し、公共用水域へ放流し
ないことから、評価項目として選定しない。 

浮遊物質量 △ 
存在・供

用 
業務用施設
の供用 

窒素及び燐 △ 
存在・供

用 
業務用施設
の供用 

水温 △ 
存在・供

用 
業務用施設
の供用 

健康項目等 △ 
存在・供

用 
業務用施設
の供用 

底質 
底質に係る
有害物質等 

△ 
存在・供

用 
業務用施設
の供用 

地下
水の
水質 

地下水の水
質に係る有
害項目 

△ 
存在・供

用 
業務用施設
の供用 

汚水は下水道へ放流する。また、各進出企業に対して
は、有害物質を含む薬剤等の適正な管理・保管や事故
防止を徹底させることから、評価の項目として選定し
ない。 

水象 
地下水の水位及び水
脈 

△ 工事 
造成等の工
事 主として盛土による造成を行い、大規模な掘削は行わ

ないため、選定しない。 
○△ 

存在・供
用 

敷地及び施
設の存在 

土壌 土壌に係る有害項目 △ 
存在・供

用 
業務用施設
の供用 

各進出企業に対しては、有害物質を含む薬剤等の適正
な管理・保管や事故防止を徹底させることから、土壌
汚染の要因はないものと考えられることから、評価の
項目として選定しない。 

地象 

土地の安定性 

○△ 工事 
造成等の工
事 

対象事業実施区域は平坦な地形であり、本事業では斜
面の安定計算を必要とするような大規模な盛土工事は
実施しないため、評価項目として選定しない。 

○△ 
存在・供

用 
敷地及び施
設の存在 

対象事業実施区域は平坦な地形であり、本事業では斜
面の安定計算を必要とするような大規模な盛土法面は
出現しないため、評価項目として選定しない。 

地形及び地質(保存
すべき地形及び地質
を含む) 

○△ 
存在・供

用 
敷地及び施
設の存在 

対象事業実施区域内に学術上重要な地形及び地質は存
在しないため、評価項目として選定しない。 

表土の状況及び生産
性 

○ 
存在・供

用 
敷地及び施
設の存在 

対象事業実施区域は土地区画整理事業として産業系の
土地利用を計画しており、将来に農地等の利用はない
ため、評価項目として選定しない。 

史跡・文
化財 

指定文化財等 ○△ 
存在・供

用 
敷地及び施
設の存在 

対象事業実施区域内に指定文化財は存在しないため、
評価項目として選定しない。 

温室効果
ガス等 

オゾン層破壊物質 △ 
存在・供

用 
業務用施設
の供用 

オゾン層破壊物質を大量に製造する企業の誘致計画は
なく、また、オゾン層破壊物質を含む空調機や冷凍冷
蔵施設等を使用する進出企業に対しては、各種関連法
令等に基づき適正に管理や廃棄等を徹底させることか
ら、オゾン層破壊物質の漏洩はないものと考えられる
ため、評価項目として選定しない。 

安全 
危険物等の安全性の
確保 

△ 
存在・供

用 
業務用施設
の供用 

施設の供用時に危険物等は取り扱わないため、評価項
目として選定しない。  

注：指針選定項目欄は「さいたま市環境影響評価技術指針」の別表 3：土地区画整理事業の「標準的に選定される項

目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」として示される項目については「○」を、工業団地の造

成 、流通業務施設用地の造成の「標準的に選定される項目」及び「事業特性、地域特性により選定する項目」

として示される項目については「△」をとした。  
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第4章 調査、予測及び評価の方法 

4.1 大気質 

4.1.1 調査の方法 

大気質に係る調査項目は、①大気質(一般環境、沿道環境)の状況、②気象の状況、③

大気の移流、拡散等に影響を及ぼす地形・地物の状況、④その他の予測・評価に必要な

事項(既存発生源の状況、学校等の環境保全施設等の分布状況)とする。 

大気質に係る調査の方法は表 4.1-1 に、既存資料調査地点は図 4.1-1 に、現地調査地

点は図 4.1-2 に示すとおりである。 

 

表 4.1-1(1) 調査の方法(大気質) 

調査項目 調査方法 調査地域・地点 調査期間・頻度 
①大気質の状況 
・一般環境： 
 二酸化窒素、 
 二酸化硫黄、 
 浮遊粒子状物質 

既存 
資料 
調査 

「大気汚染常時監視測定結果報告
書」(埼玉県環境部大気環境課)等の
整理及び解析を行う。 

対象事業実施
区域近傍の一
般局である春
日部局とする。 

最新資料を含む
過去 5 年とす
る。 

①大気質の状況 
・一般環境： 
 二酸化窒素、 
 二酸化硫黄、 
 浮遊粒子状物質、 
 炭化水素、 
 粉じん 
(降下ばいじん) 

現地 
調査 

二酸化窒素 

「二酸化窒素に係る環
境基準について」(昭和
53 年環境庁告示第 38
号)に定める測定方法 

調査地域は対
象事業実施区
域敷地境界か
ら 1km の範囲
とし、調査地点
は対象事業実
施区域及びそ
の近傍の 1 地
点とする。 

7 日間連続×4
季とする。 

二 酸 化 硫
黄、浮遊粒
子状物質 

「大気の汚染に係る環
境基準について」(昭和
48 年環境庁告示第 25
号)に定める測定方法 

炭化水素 

「環境大気中の鉛・炭
化水素の測定法につい
て」(昭和 52 年環大企
第 61 号環境庁大気保
全局長通達)に定める
測定方法 

粉じん 
(降下ばい
じん) 

衛生試験法に基づく方
法(降下ばいじんとし
てダストジャーにて測
定) 

1 ヶ月間×4 季
とする。 

 

 

 

 

  



4-2 

表 4.1-1(2) 調査の方法(大気質) 

調査項目 調査方法 調査地域・地点 調査期間・頻度 

①大気質の状況 
・沿道環境： 
 二酸化窒素 
 浮遊粒子状物質、 
 炭化水素 

現地 
調査 

二酸化窒素 

「二酸化窒素に係
る環境基準につい
て」(昭和 53 年環
境庁告示第 38 号)
に定める測定方法 

調査地域は資材運
搬等の車両及び施
設関連車両の走行
経路から片側 200m
の範囲とし、調査
地点は資材運搬等
の車両及び施設関
連車両の走行経路
上の 2 地点とす
る。 

7日間連続×4季
とする。 

浮遊粒子状
物質 

「大気の汚染に係
る環境基準につい
て」(昭和 48 年環
境庁告示第 25 号)
に定める測定方法 

炭化水素 

「 環 境 大 気 中 の
鉛・炭化水素の測
定法について」(昭
和52年環大企第61
号環境庁大気保全
局長通達)に定め
る測定方法 

②気象の状況 
・風向、風速 

既存 
資料 
調査 

大気汚染常時監視測定局の観
測資料の整理及び解析を行う。 
なお、大気安定度については上
記資料に加え東京管区気象台
の日射量、放射収支量データを
もとに求める。 

対象事業実施区域
近傍の一般局であ
る春日部局とす
る。 

最新の 1 年とす
る。気象の異常
年検定では当該
年及び過去 10年
間のデータを用
い る こ と と す
る。 

②気象の状況 
・風向、風速、気温、

湿度 

現地 
調査 

「地上気象観測指針」(気象庁)
に定める測定方法 

対象事業実施区域
及びその近傍の 1
地点とする。 

7日間連続×4季
とする。 

③その他の予測・評
価に必要な事項 

・既存の発生源の状 
況 

既存 
資料 
調査 

固定発生源 

「 土 地 利 用 現 況
図」(埼玉県)等の
整理及び解析を行
う。 

対象事業実施区域
周辺地域とする。 

最新の資料とす
る。 

移動発生源 

「道路交通センサ
ス」(国土交通省)
等の整理及び解析
を行う。 

資材運搬等の車
両、施設関連車両
の走行経路及び周
辺道路とする。 

最新の資料とす
る。 

現地 
調査 

移動発生源
(交通量) 

カウンターで 2 車
種(小型・大型)自
動車台数及び二輪
車 台 数 を 計 測 す
る。 

資材運搬等の車
両、施設関連車両
の走行経路上の 2
地点とし、1 地点
は「4.19地域交通」
の調査結果を活用
する。 

平日及び休日の
2 日間とする。 

③その他の予測・評
価に必要な事項 

・学校、病院その他
の環境の保全に
ついての配慮が
特に必要な施設
及び住宅の分布
状況 

既存 
資料 
調査 

「土地利用現況図」(埼玉県)、
「住宅地図」等の整理及び解析
を行う。 

対象事業実施区域
周辺地域とする。 

最新の資料とす
る。 
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図 4.1-1 大気質・気象調査地点(既存資料) 
  

▲   一般環境大気常時観測局(春日部局) 

出典： 「環境省大気汚染物質広域監視シ
ステム HP」(令和 4 年 10 月閲覧)  
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図 4.1-2(1) 大気質・気象調査地点(現地調査：一般環境) 
  

●  調査地点(隣接する学校近傍) 




